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研究成果の概要（和文）： 第1に、機会主義の類型、取引依存度及びその相互作用がチャネル関係の成果に及ぼす影響
に関して、仮説を構築し、定量分析のためのサーベイを実施した。特に、機会主義の類型を作為・不作為に分け、それ
らが取引関係の満足度、行動的成果、顧客への対応という多次元の成果変数に与える影響を理論的に考察し仮説の提示
を行った。
 第2に、ガバナンス価値分析の枠組みに基づきチャネルの統合・分離に対する仮説構築とデータ収集を実施した。企業
の保有する資源の特性と市場力の高低、資産特殊性などの取引特性、チャネル統合度、およびチャネル成果などを総合
的に考慮できる枠組みを理論的考察から抽出し、その検証のためのサーベイを行った。

研究成果の概要（英文）： At first, we discussed about relationships between the types of opportunism, 
channel dependence and channel performances. Current study, based on Hirschman's EVL model,investigating 
two forms of opportunism(active/passive)and how they affect the performances in channel relationships, 
including EVL, satisfaction and response to customers.In second study, based on Ghosh and John(1999)'s 
Governance Value Analysis framework in which the integration of transaction-cost theory and dynamic 
capability approach being attempted, we proposed several hypotheses relating with interrelationships 
between firm resources,capabilities, transaction attributes,channel integrity and channel performances. 
Surveys of the two studies was already conducted and the response rate of both surveys are unexpectedly 
high.
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１．研究開始当初の背景 
 
チャネル研究において、「対立と協調」及
び「分離と統合」は、垂直的企業間関係を表
す軸である。前者は取引主体間のインタラク
ションに関わる行動を示し、後者は取引の開
始・維持・終結を支配するルール、すなわち
取引のガバナンスを示している。 
チャネル研究においてこの二つの軸は、研
究テーマの本丸と言えるほど重要かつ注目
を集める領域であった。しかし、記念のチャ
ネル研究において、協調に関する研究は進ん
だものの、それまでの対立に関する研究との
接合が難しくなるという問題点が新たに生
じている。 
チャネル関係が社会システムである以上、
そこには必ず主体間の対立やその対立の制
御をめぐるパワー・ゲームがある。チャネル
関係というのは、むしろパワー・ゲームを前
提としながらも、不断なインタラクションと
相互調整の結果として、長期に協調を成し遂
げていくのが常態である。 
また、近年では情報の共有や意思決定の調
整など統合型チャネルの有効性ばかりが注
目されているが、加工食品産業や家電産業の
ように統合型のチャネルが衰退し、オープン
かつモジュラー型、すなわち分離型の企業間
関係が主流を形成する産業も少なからず存
在する。 
企業間関係の複雑多様な諸側面の中で、な
にをどこまで統合（もしくは分離）すればい
いのかという現実問題についてこれまでの
チャネル研究は必ずしも有益な見解を提案
できていない。 
 
２．研究の目的 
 
（1）チャネルの取引関係におけるコンフリ
クトの根源を取引当事者の潜在的・顕在的機
会主義にあると考えた場合、機会主義の類型
を細分化した上、各類型がチャネル成果に与
える相対的な影響を検証することは有益で
ある。本研究ではチャネルにおける機会主義
を作為・不作為として分類し、それらがチャ
ネル成果に与える影響に関する仮説の構築
と検証を試みる。 
 
（2）チャネルの「統合・分離」の問題に関
しては、これまで取引費用分析の枠組みが有
力なツールとして取り入れられてきた。しか
し、取引費用分析に基づく既存のチャネル研
究は、各企業の有する資源やケイパビリティ、
及び製品特性などが考慮されていないとい
う批判から自由ではありえない。 
よって、本研究では企業固有の戦略的要因
を加味した仮説構築と実証を試みることに
よって、既存のチャネル研究が抱える限界点
を克服したいと考えている。 
 
 

３．研究の方法 
 
（1）理論的考察による分析モデルの構築 
 メンバー全員による 10 回以上の研究会で
既存のチャネル研究に対する網羅的な文献
レビューと仮説構築のための協議を行った。
それによって、機会主義の類型化によるチャ
ネル成果への影響と、チャネル統合度の選択
に与える取引費用要因と資源・ケイパビリテ
ィ要因の総合的な影響に関する複数の研究
仮説を導き出した。 
 
（2）（1）の作業によって抽出された研究仮
説を、サーベイ調査による定量的データで分
析する。当初の計画よりやや遅れているため
に、現時点でデータの分析までには踏み込ん
でいないが、日本のホテル・旅館から約 650
通、上場製造企業の約 420 事業部からのアン
ケートをすでに確保しており、2015 年 5月現
在コーディング作業の最中である。 
 
４．研究成果 
 
第 1に、機会主義の類型、取引依存度及び
その相互作用がチャネル関係の成果に及ぼ
す影響に関して、仮説を構築し、定量分析の
ためのサーベイを実施した。特に、機会主義
の類型を作為・不作為に分け、それらが取引
関係の満足度、行動的反応、顧客への対応と
いう多次元の成果変数に与える影響を理論
的に考察し仮説の提示を行った。 
具体的には」、機会主義のタイプが多次元
の取引成果に与える主効果をはじめとし、機
会主義のタイプと取引依存度の交互作用が
取引成果に如何なる影響を及ぼすかに関す
る仮説が導出された。 
以上の仮説を検証するために、4 パターン
のシナリオ（機会主義のタイプ 2×依存の高
低 2）を設計し、日本のホテル・旅館 3000 社
に対して、ネット・エージェントとの取引関
係に回答してもらうためのサーベイを実施
した。 
2015 年 5月現在の時点の 650（22.5％）以
上の高い回収率を示しており、データの回収
作業及びコーディング作業が終わり次第、仮
説の分析と研究結果の公表に進める予定で
ある。 
 
第 2に、Ghosh and John(1999)が提唱した
ガバナンス価値分析の枠組みに基づき、チャ
ネルの統合・分離に対する仮説構築とデータ
収集を実施した。取引費用分析に依拠する既
存のチャネル研究では、各企業が保有する不
独特な資源やケイパビリティ、及び市場力が、
チャネル統合度に与える影響が考慮されて
いない。 
本研究では、取引費用分析に加え、資源ベ
ースの戦略論及びダイナミック・ケイパビリ
ティ・アプローチなど、多様な隣接分野の理
論を考察し、それらの知見を統合できる研究



仮説の構築を行った。 
とりわけ、制限とケイパビリティ及び取引
特性の整合性に注目し、それらの組み合わせ
がチャネル統合度に与える影響のみならず、
各要因の組み合わせと統合度の整合度がチ
ャネル成果に如何なる要因を与えるかとい
う過程まで分析モデルに取り入れている。 
以上の研究課題を定量的データから検証
すべく、日本の製造企業（上場企業）のラン
ダム 3000 事業部に対してサーベイ調査を実
施し、2015 年 5 月現在約 15％前後の回収を
達成している。当初の計画よりやや遅れをと
っているために、現時点で仮説の妥当性を評
価することは出来ないが、データの回収作業
とコーディング作業が終わり次第、分析とそ
の結果の公表に進む予定である。日本のチャ
ネル分野の実証データとしては過去にない
大量サンプルを確保できているために、チャ
ネル研究の「統合・分離」問題に関して有意
義な知見が得られることが期待される。 
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